
日　時 令和５年 11月７日 (火）

午後１時30分から３時30分まで

場　所 胎内市役所　２階大会議室

令和５年度　第１回

胎内市地域自立支援協議会



 

 

障がい者差別に関することについて 

 

 

１ 障がい者差別に関する相談の状況 

・障がい者基幹相談支援センターたいない及び福祉介護課障がい福祉係が窓口となり、障

がいを理由とする差別に関する相談を受け付けています。 

・また、４半期ごとに相談支援事業所及び胎内市教育委員会に対して、障がいを理由とす

る差別に関する相談の有無について照会し、相談があった場合はその内容を把握すると

しています。 

・相談の有無及びその内容について、４半期ごとに新潟県へ報告するとなっています。 

 【令和４年度実績】 

第１四半期 ４月～６月 ０件 

第２四半期 ７月～９月 ０件 

第３四半期 10月～12月 ０件 

第４四半期 １月～３月 ０件 

 

 

２ 障がいを理由とする差別を解消するための取組 

・障害者差別解消法が改正され、事業者による障がいのある人への『合理的配慮の提供』が

令和６年４月１日から義務化されます。（国や市町村など行政機関においては、平成 30年

４月からすでに義務化） 

・市報たいない 11 月１日号において、「障害者週間（12 月３日～９日）」のお知らせに併

せ、改正障害者差別解消法の施行をお知らせしました。 

・今後、市ホームページでも障害者差別解消に係るページを作成する予定です。 

 

 

胎内市において、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（いわゆる「障害者差

別解消法」）」第 17 条に基づく障害者差別解消支援地域協議会は、「胎内市地域自立支援協議

会」が兼ねるとしている。 

 

○障害者差別解消法 

（障害者差別解消支援地域協議会） 

第十七条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自

立と社会参加に関連する分野の事務に従事するもの（以下この項及び次条第二項にお

いて「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障害

を理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする

差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成される

障害者差別解消支援地域協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 
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「第６期胎内市障がい福祉計画、第２期胎内市障がい児福祉計画」

の進捗状況について 

 

本計画では、国の基本方針を踏まえ、地域の実情に応じた目標を設定することとしており、令和

元年度を現状値として、計画期間（令和３年度～５年度）の最終年度である令和５年度の目標値を

成果目標としています。 

 

(1) 福祉施設入所者の地域生活への移行 

■国の基本指針 

 令和５年度末における地域生活に移行する者の成果目標を設定。 

ア 令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することを基本として、こ

れまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定 

イ 令和５年度末時点の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者から、1.6％以上削減

することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定 

 

 

 

(2) 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

 

(3) 地域生活支援拠点等の整備 

■国の基本指針 

 令和５年度末までに、各市町村又は各障がい保健福祉圏域に少なくとも１つの拠点を確保する。

年１回以上運用状況を検証及び検討する。 

 

現状値 目標値

令和元年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

32人 32人 32人 31人

0人 0人 1人

0% 0% 3.13%

0人 0人 2人

0% 0% 6.25%

項目
実績値

施設入所者数

削減数

削減率（国の基本指針イ）

地域生活移行者数

地域移行率（国の基本指針ア）

目標値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

有 有 有

項目
実績値

保健・医療・福祉関係者による協議の場の有無
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(4) 福祉施設から一般就労への移行等 

①福祉施設から一般就労への移行 

■国の基本指針 

 就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行、就労継続）を通じて、令和５年度中に

一般就労に移行する者を令和元年度の移行実績の 1.27倍以上とすることを基本とする。 

 併せて以下についても、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定 

・就労移行支援事業：1.30倍以上 

・就労継続支援Ａ型事業：概ね 1.26倍以上 

・就労継続支援Ｂ月事業：概ね 1.23倍以上 

 

 

 

②就労定着支援事業の利用者数 

■国の基本指針 

 令和５年度末における就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者のうち、７割が就労定

着支援事業を利用することを基本とする。 

 

 

 

 

 

現状値 目標値

令和元年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

1箇所 1箇所 1箇所

1回 1回 2回

項目
実績値

地域生活支援拠点等の数

運用状況の検証及び検討の実施回数

現状値 目標値

令和元年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

7人 2人 4人 11人

0.29倍 0.57倍 1.5倍

就労移行支援事業 6人 2人 0人 8人

令和元年度との比較 0.33倍 － 1.3倍

就労継続支援A型事業 1人 0人 0人 2人

令和元年度との比較 － － 2.0倍

就労継続支援B型事業 0人 0人 4人 1人

令和元年度との比較 － － 0倍

項目
実績値

令和元年度との比較

一般就労移行者数

現状値 目標値

令和元年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

2人 4人 5人

就労定着支援事業利用者数 3人 1人 4人

上記の割合 150.0% 25.0% 80.0%

項目
実績値

一般就労移行者数
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③就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所の割合 

■国の基本指針 

 令和５年度末において、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の

７割以上とすることを目指し、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定 

 

 

 

(5) 障がい児支援の提供体制の整備 

①障がい児支援の提供体制 

■国の基本指針 

 令和５年度末までに、各市町村において下記について整備することを基本とし、地域の実情を

踏まえて設定する。 

・児童発達支援センター：少なくとも１か所以上 

・保育所等訪問支援：利用できる体制を構築する。 

・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービス：１か所以上 

 

 

 

②医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置等 

■国の基本指針 

令和５年度末までに、各市町村において保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等

による協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを

基本とし、地域の実情を踏まえて設定 

 

 
 

現状値 目標値

令和元年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

0か所 0か所 1か所

就労定着率8割以上の事業所数 0か所 0か所 1か所

上記の割合 － － 100%

項目
実績値

就労定着支援事業所の数

目標値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

0か所 0か所 1か所

1か所 1か所 1か所

0か所 0か所 1か所

0か所 0か所 1か所

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業
所

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサー
ビス事業所の確保

項目
実績値

児童発達支援センターの設置

保育所等訪問支援の提供体制

目標値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

無 有 有

無 有 有

実績値

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の
有無

項目
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(6) 相談支援体制の充実・強化等 

■国の基本指針 

 令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的・専門的な相談支援の実施及び地

域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを基本とする。 

 

 

 

(7) 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

■国の基本指針 

 令和５年度末までに、都道府県及び市町村において、障害福祉サービス等の質を向上させるた

めの取組を実施する体制を構築することを基本とする。 

 

 
 

現状値 目標値

令和元年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

有 有 有

有 有 有

総合的・専門的な相談支援を実施す
る体制の有無

地域の相談支援体制を充実・強化を
実施する体制の有無

項目
実績値

現状値 目標値

令和元年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

有 有 有

無 無 有

項目
実績値

障害福祉サービス等に係る各種研修
の活用の有無

障害者自立支援審査支払等システム
による審査結果の共有の有無



自立支援協議会（全体会）の年次計画案について

令和５年度
日程 議題（予定）

第１回 11月7日(火) ◆障がい者差別に関することについて
◆「第６期障がい福祉計画、第２期障がい児福祉計画」の進捗状況に
　ついて
◆自立支援協議会の年次計画案について
◆「第４次障がい者計画、第７期障がい福祉計画、第３期障がい児
　福祉計画」の策定について

第２回 12月下旬 ◆【令和５年度上半期】相談支援事業の実施状況について
（21～26日） ◆【令和５年度上半期】地域活動支援センターの利用状況について

◆各部会の報告
◆「第４次障がい者計画、第７期障がい福祉計画、第３期障がい児
　福祉計画」の素案について
など

第３回 １月下旬 ◆「第４次障がい者計画、第７期障がい福祉計画、第３期障がい児
（23～30日） 　福祉計画」の案について

◆各部会の報告
など

第４回 ２月 ◆次年度に向けての協議事項
(中旬～下旬) ◆各部会の報告

など

≪（参考）令和６年度以降≫

令和６年度
日程 議題（予定）

第１回 ６月～７月 ◆【前年度下半期】相談支援事業の実施状況について
◆【前年度下半期】地域活動支援センターの利用状況について
◆【前年度】地域生活支援拠点の評価について
◆「第３次障がい者計画、第６期障がい福祉計画、第２期障がい児
　福祉計画」の実績について
◆【当年度】自立支援協議会の年次計画案について
◆各部会の報告
など

第２回 12月～１月 ◆【当年度上半期】相談支援事業の実施状況について
◆【当年度上半期】地域活動支援センターの利用状況について
◆各部会の報告
など

第３回 ２月 ◆次年度に向けての協議事項
※必要あれば ◆各部会の報告

など
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「第４次胎内市障がい者計画、第７期胎内市障がい福祉計画、第３期

胎内市障がい児福祉計画」の策定について 

 

１ 計画の概要と期間 

 

第 4次障がい者計画 

障害者基本法 

障がい者及び障がい児への施策推進に関して、胎内市における福祉・保健・医療・雇用・

教育・まちづくりなど障がい者のための施策について、基本理念や基本目標、施策の体

系など基本的な指針を示すもの。 

 

 第７期障がい福祉計画 第３期障がい児福祉計画 

根拠法令 障害者総合支援法 児童福祉法 

計画の内容 

障害福祉サービス等の提供体制の

確保に関する計画 

◯令和８年度までの成果目標と活

動指標（サービス見込量）を設定 

・訪問系サービス 

・日中活動系サービス 

・居住系サービス 

・相談支援 

・地域生活支援事業 

◯サービス提供体制の確保のため

の関係機関との連携 

障害児通所支援等の提供体制の確保に

関する計画 

◯令和８年度までの成果目標と活動指

標（サービス見込量）を設定 

・障害児通所支援 

・障害児相談支援 

◯障害児支援の提供体制を進めるため

の整備 

 

年 度 
R6年 R7年 R8年 R9年 R10年 R11年 

2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 

胎内市 

障がい者計画 

 

     

胎内市 

障がい福祉計画 
 

 

 

 

  

胎内市 

障がい児福祉計画 

 

  

 

  

 

 

 

第８期計画 第７期計画 

第４次計画 

第３期計画 第４期計画 
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２ 計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胎内市総合計画（第２次後期基本計画：令和４年度～令和８年度） 

基本理念 自然が活きる、人が輝く、交流のまち “胎内” 

 基本政策２ 健康・福祉 健やかで生きがいを持って暮らせるまちづくり 

  主要施策 11 障がい福祉 ５年後（令和８年）のまちの姿 

◆障がいのある人もない人もお互いに支え合いな

がら地域で共に暮らせるまちになっています。 

◆障がいのある人も自分らしい生活を送ることが

できるよう必要な支援・体制が整えられていま

す。 

 

 

  

障害者基本法 

胎内市総合計画 

 

 

 

 

 

福祉分野関連計画 

胎
内
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

胎
内
市
介
護
保
険
事
業
計
画 

胎
内
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

胎内市障がい福祉計画 

胎
内
市
健
康
増
進
計
画 

胎内市障がい福祉計画 障害者総合支援法 

 

 

国・県 

関連計画 

胎
内
市
人
権
教
育
啓
発
推
進
計
画 

胎内市障がい児福祉計画 

 

胎
内
市
地
域
福
祉
計
画 

児童福祉法 

 

 



≪参考：関係法令≫ 

○障害者基本法 

（障害者基本計画等） 

第十一条 政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ

計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障害

者基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県における障害

者の状況等を踏まえ、当該都道府県における障害者のための施策に関する基本的

な計画（以下「都道府県障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

３ 市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該

市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施

策に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければ

ならない。 

４～９ (略) 

 

○障害者総合支援法 

（市町村障害福祉計画） 

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その

他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」

という。）を定めるものとする。 

２～５ (略) 

６ 市町村障害福祉計画は、児童福祉法第三十三条の二十第一項に規定する市町村

障害児福祉計画と一体のものとして作成することができる。 

７ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市町村障害者

計画、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の

規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保た

れたものでなければならない。 

 

○児童福祉法 

第三十三条の二十 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支

援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関

する計画（以下「市町村障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。 

②～⑤ (略) 

⑥ 市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画と一体のものとして

作成することができる。 

⑦ 市町村障害児福祉計画は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第十一

条第三項に規定する市町村障害者計画、社会福祉法第百七条第一項に規定する市

町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であつて障害児の福祉に関する

事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

⑧～⑫ (略) 


